
1.はじめに 

 地理情報システム学会GIS資格認定協会（GISCA）

は，GIS 上級技術者の資格を認定している．認定を

受けることにより，地理情報システム（Geographic 

Information System: GIS）についての専門的能力を対

外的に証明することができる． 

 アメリカのGIS Certification Institute (GISCI)による

認定制度を参考に，日本の実情を反映した制度にな

っている．教育到達度のみでなく，専門技術経験や

社会貢献なども得点とする自己記録によるポイント

方式が採用されている．GIS 上級技術者として認定

されるためには，30 ポイント以上の「教育達成度」，

60 ポイント以上の「経験達成度」及び 8 ポイント以

上の「専門分野への貢献達成度」が必要であり，か

つ，それぞれの達成度のポイントの合計が 150 ポイ

ント以上である必要がある．教育達成度ポイントは，

学歴や講習会の受講，会議への出席によって得られ

る．経験達成度ポイントは，4 年以上の GIS に関す

る実務経験を有する者が，空間解析・プログラミン

グ，データの作成・更新，GIS ユーザー，GIS コン

サルタント等の経験をしたときに，その期間に応じ 
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て得られる．専門分野への貢献達成度ポイントは，

出版，専門団体への加入，学会・会議の開催支援等

によって得られる． 

 前身の GIS 技術資格認定局が 2006 年に資格認定

を開始してから，今日までに通算で 7 年が経過した．

教育達成度の得点を得るための機会の充実を待つ必

要があったことから，2012 年 12 月までは既得権申

請が認められていた．これは，経験達成度ポイント

が 200 ポイント以上であれば，教育達成度ポイント

及び貢献達成度ポイントを問わず，GIS 上級技術者

の認定を申請することができる制度である．既得権

申請によってGIS上級技術者に認定された者であっ

ても，5 年毎の更新申請の際には，教育達成度ポイ

ント及び貢献達成度ポイントが必要になる． 

 2013 年 7 月 12 日までに資格認定の数は 433 名と

なったが，未更新等により失効した者が 62 名いるた

め，同日現在の有資格者数は 371 名である．そのう

ち既得権で認定された者は 346 名（93.3%）である．

これら既得権で認定された資格者が更新申請をする

こと，既得権申請が廃止された後においても GIS 上

級技術者の認定申請が絶えないことが，技術資格制

度の継続にとって極めて重要である． 

 ところで，GISCA は GIS 上級技術者の認定申請者

に対して，その申請書の提出時にアンケートをとっ 
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ている．有資格者数の状況とアンケートの回答の集

計から，技術資格制度の継続と発展にとっての課題

を本稿は明らかにする． 

2.有資格者数から見た技術資格制度の課題 

 地域別及び申請の種類別の有資格者数を表 1 に示

す．有資格者の所属の地域を見ると，関東が全有資

格者の半数以上を占め，関東と関西を合わせると 7

割以上を占める．このように，その数には地域的な

偏りがある．おそらく，GIS に関係する企業がこれ

らの地域に多いことによるのであろう．また，GIS

に関連する企業間の競争が強くないその他の地域で

は，技術資格の取得意欲が低いのであろう． 

 経験達成度のほか教育達成度と貢献達成度のポイ

ントによる通常の申請をして認定された有資格者は，

北海道，千葉県，東京都，大阪府，岡山県，佐賀県

長崎県，熊本県に限られる．講習会や学会の研究発

表大会の開催が少ない地方では，教育達成度と貢献

達成度のポイントを得る機会が少ないためであると

思われる．技術資格の取得可能性に関して地域的な

不公平感が生じないようにするためにも，各地方で

のこれらの機会の充実が求められる． 

 GISCI の GIS Professional と GISCA の GIS 上級技

術者の数を所属別に図 2 に示す．有資格者数は，

GISCI では行政機関の職員に多いが，GISCA では民

間企業の社員が 92.5%を占める．大場(2006)は，アン

ケート調査の結果についてクラスター分析を行い，

職場での自己の地位の向上を期待し，技術資格のポ

イントとなるセミナー等への参加意欲を持つクラス

ターには，民間会社の役員・社員が多く属すること

を明らかにし，多くの委託業務において発注者側と

なる公務員が継続教育を受けず，受注者側の民間会

社員がそれを受けているという状況が生じやすくな

ることに懸念を表明していた．技術資格の取得者数

で，この懸念が現実になってしまっている． 

表 1 地域別の有資格者数（2013 年 7 月 12 日現在） 
 都道府県 既得権 通常 計（構成比）
北海道 北海道 7 2 9 (2.4%)
 青森県 0 0 0 (0.0%)
 岩手県 1 0 1 (0.3%)
東北 宮城県 23 0 23 (6.2%)
 秋田県 1 0 1 (0.3%)
 山形県 2 0 2 (0.5%)
 福島県 0 0 0 (0.0%)
 富山県 0 0 0 (0.0%)
北陸 石川県 2 0 2 (0.5%)
 福井県 1 0 1 (0.3%)
 新潟県 2 0 2 (0.5%)
 茨城県 4 0 4 (1.1%)
 栃木県 3 0 3 (0.8%)
 群馬県 1 0 1 (0.3%)
関東 埼玉県 52 0 52 (14.0%)
 千葉県 5 1 6 (1.6%)
 東京都 90 14 104 (28.0%)
 神奈川県 26 0 26 (7.0%)
 山梨県 1 0 1 (0.3%)
 長野県 2 0 2 (0.5%)
中部 岐阜県 1 0 1 (0.3%)
 静岡県 0 0 0 (0.0%)
 愛知県 12 0 12 (3.2%)
 三重県 0 0 0 (0.0%)
 滋賀県 0 0 0 (0.0%)
 京都府 3 0 3 (0.8%)
関西 大阪府 53 4 57 (15.4%)
 兵庫県 12 0 12 (3.2%)
 奈良県 1 0 1 (0.3%)
 和歌山県 1 0 1 (0.3%)
 鳥取県 0 0 0 (0.0%)
 島根県 0 0 0 (0.0%)
中国 岡山県  4 1 5 (1.3%)
 広島県 2 0 2 (0.5%)
 山口県 4 0 4 (1.1%)
 徳島県  0 0 0 (0.0%)
四国 香川県 5 0 5 (1.3%)
 愛媛県 1 0 1 (0.3%)
 高知県 0 0 0 (0.0%)
 福岡県 17 0 17 (4.6%)
 佐賀県 0 1 1 (0.3%)
 長崎県 1 1 2 (0.5%)
九州 熊本県 0 1 1 (0.3%)
 大分県 1 0 1 (0.3%)
 宮崎県 0 0 0 (0.0%)
 鹿児島県 1 0 1 (0.3%)
沖縄 沖縄県 4 0 4 (1.1%)
計  346 25 371 (100%)

 

図 1 日米の有資格者の所属 
出典：http://www.gisci.org/PDFs/Sal_Survey_GISPs.pdf



3.技術資格の認定申請の課題 

 次に，技術資格の認定申請時における申請者に対

するアンケートの結果から，申請時の課題を考察す

る．2013 年 8 月 13 日までに申請し，かつ認定され

た 442 名に回答を依頼し，384 名から回答を得た（回

答率 86.9%）． 

 「とても分かりにくい」から「とても分かりやす

い」までの 4 件尺度法で，「申請手続きは分かりやす

かったですか」と質問した．また，「少ない」，「ちょ

うどよい」，「多すぎる」の 3 件尺度法で，「申請に必

要となる文書の量をどのように思いますか」と質問

した．これらの回答のクロス集計を表 2 に示す．申

請の分かりやすさについて，「とても分かりにくい」

と「やや分かりにくい」を合計した数は，回答者の

65.5%に達している．GISCI の申請手続きと共通化す

ることによって，国際的な水準に達することを証す

るため，GISCA の申請マニュアルは GISCI のそれと

同様の内容にしている．このため，やや翻訳調であ

るマニュアルに分かりにくさを感じる申請者が多い

と思われる． 

 申請手続きが分かりにくいと感じる回答者ほど，

申請に必要な文書量が多いと感じる傾向が表 2 から

読み取れる．両質問の回答のスピアマンの順位相関

係数は-0.295 である．仮説「母相関係数は 0 である」

は，有意水準 0.1%以下で棄却される．このことから，

申請の手続きの分かりにくさは負担感に影響してい

ると考えられる．国際的な水準について考慮はしつ

つも，日本の申請者にとっての分かりやすさにも配

慮が必要である． 

 回答者が書類の作成に要した期間を表 3 に示す．2

週間以下である回答者が多い．多くの回答者は講習

会への参加の記録等を日頃より整理して残している

と思われる． 

 「この認定資格をどこでご存知になられましたか」

と質問した結果を表 4 に示す．どの選択肢について

も選択した回答者があることから，これらのすべて

の広報手段を続けることが技術資格の周知にとって

有効である． 

 複数回答を許して職種を質問した結果を表 5 に示

す．企画，情報システム，GIS 関係の職種が多い．

GIS の応用分野を見ると，都市計画や道路/交通の職

種における有資格者は多いものの，医療/保健，自然

資源/環境，地域開発，港湾，電気/通信，保安，土

木エンジニアリング，教育の職種における有資格者

は少ない．これらの分野において有資格者が少ない

理由について，より詳細な調査が待たれる． 

 「申請費用は所属機関から支払われますか」と質

問した結果を表 6 に示す．費用を負担する機関は民

間企業に多い．申請費用を所属機関が負担した有資

表 2 申請手続きの分かりやすさと文書量のクロス集計 
  申請に必要となる文書の量をどのように思いますか 
  少ない ちょうどよい 多すぎる 無回答 計 

申請手続きは
分かりやすか
ったですか 

とても分かりにくい 0 9 15 3 27
やや分かりにくい 0 168 28 1 197
分かりやすい 1 141 5 1 148
とても分かりやすい 0 9 2 0 11
無回答 0 1 0 0 1
計 1 328 50 5 384

表 3 申請書類の記入等に要した期間 
 度数 構成比 
2 週間以下 188 49.2% 
2－4 週間 133 34.8% 
5－6 週間 51 13.4% 
6 週間以上 10 2.6% 
無回答 2 
計 384 100.0%

 

表 4 技術資格を知ったところ 
 度数 構成比
学会 41 11.1% 
ホームページ 100 27.1% 
セミナー等 17 4.6% 
その他 211 57.2% 
無回答 15 
計 384 100.0%



格者は 224 名もいる．この中には，企業の費用の負

担がなかったならば，資格申請をしなかった者もい

ることだろう．そのような所属機関が申請費用の負

担を続けることも，申請者数の維持に重要であると

推察される． 

 地理情報システム学会，人文地理学会，日本国際

地図学会，日本地理学会，日本リモートセンシング

学会，GITA-Japan の会員または賛助会員の構成員で

あることが，2012 年から資格申請の要件になってい

る．これらのうちいずれかの学会の会員または賛助

会員の構成員であった者は，回答者384名のうち117

名（30.5%）にすぎない．その他の有資格者がその

更新をするためには，いずれかの学会の会員になる

か，所属機関が賛助会員になる必要がある．このこ

とも資格者数の維持に向けた大きな課題である． 

 

4.おわりに 

 今年度に GISCA は能力向上ワーキンググループ

(Performance Improvement Working Group : PIWG)を

設け，有資格者の一層の能力の向上を支援しようと

している．筆者らはこの WG の一員である．本稿が

指摘した資格制度の課題について，この WG を中心

に，GISCA の幹事会，審査会，有資格者の全体会議

等において議論し，資格制度の継続と発展に努めて

いく所存である． 

 これまで，認定審査において疑問が生じる度に

GISCA は申請マニュアルを改訂してきた．今後は申

請者の理解が不十分と見られるケースがあったとき

も，申請マニュアルの分りやすさに注意を払いたい． 

 社員の申請費用の負担を民間企業等が継続するた

めには，資格制度が多方面で認知されることが重要

である．各有資格者がより一層高い水準の職務を遂

行し，顧客等の評価を高めることを期待する． 

 本稿が指摘した課題の中には， GISCA のみでな

く，学協会全体の問題として考えなければならない

ものがある．地方においても教育達成度と貢献達成

度のポイントを得る機会を充実することについては

地理情報システム学会の各地方事務局と，公務員の

技術資格の取得意欲の向上については自治体SIGと

の連携を探っていく．有資格者に連携学会の会員に

なっていただくことや，有資格者が少ない職種への

資格制度の周知については，各学協会と協議したい． 

 前述のように，有資格者がその資格を継続するた

めには 5 年毎の更新が必要である．2013 年 7 月 12

日までに更新の対象となった 87 名のうち，更新申請

をした有資格者は 36 名(41%)にすぎない．約 6 割の

有資格者が更新申請をしなかった理由は明らかにさ

れていない．これも調査課題として残されている． 

 

参考文献 

大場亨(2006) GIS 技術資格の取得意欲と職場環境に

関する官民間の相違．「GIS-理論と応用」，14(1) ，

43-51． 

表 5 有資格者の職種(複数回答) 
職種 度数 

企画 64 
情報システム 155 
GIS 120 
地籍/固定資産関係 74 
医療/保健 0 
自然資源/環境 12 
都市計画 65 
地域開発 8 
道路/交通 54 
河川 20 
港湾 9 
上水/下水 37 
電気/通信 2 
保安 1 
農林水産 20 
土木エンジニアリング 0 
教育 12 
その他 19 

 

表 6 申請費用の所属機関の負担 
  申請費用は所属機関から支払われますか
  いいえ はい 無回答 計 

所
属
機
関 

民間企業・自営 120 218 9 347
行政機関 16 1 0 17
その他公共機関 4 2 0 6
大学 3 1 1 5
その他 1 0 0 1
無回答 2 2 4 8
計 146 224 14 384


